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７ 年 

第 ５ 号 

 

 

７．１１．２８ 

 

父母の教育費負担を軽減し、子どもたちにゆきとどい 

た教育を求める私学助成に関する請願 

 

2025 年度、就学支援金は所得制限を事実上撤廃し、

910 万円以上世帝に 118,800 円の補助が実現した。ま

た、今年２月の自民・公明・維新による３党合意では、

2026 年度に就学支援金を所得制限のない 45 万 7000 円

に引き上けるとした。45万 7000 円は私立高校授業料の

全国平均金額であり、これによって授業料無償化と呼べ

る大きな前進になる。国が速やかにこれを実施するよ

う、県として国に要望を出してほしい。 

また、都道府県は国の制度を待たずに独自に支援制度

を創設している。関東では国の就学支援金制度に上乗せ

している。東京都は 6,000 円を増額し、所得制限のない

49 万円の一律支給を実現した。群馬は年収 590 万円未

満世帯に 16万 6320 円増額し、56万 2320 円を支給して

いる。埼玉県も 7,000 円の増額。千葉は最大 522,000 円、

神奈川は最大 468,000 円となっており、独自支援がない

のは栃木県と茨城県だけである。 

また、茨城県は 2019 年度から医学部や有名大学への

進学実績などを評価の対象に入れることにした。2024

年度の金額は 1点 796,837 円（2024 年度全体の 20％）

なので、20点では 1594 万円になる。この評価は、生徒

の成績による差別、高校の差別、大学の差別と３重の差

別である。私学助成の趣旨とは全く相いれない大変な問

題である。教育の現場に成績による差別や切り捨てがあ

ってはならない。 
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以上の立場から下記の事項について要求する。 

 

記 

 

１ 私学への経常費助成を増額してほしい。とくに県単

独補助金について、高校・幼稚園・認定こども園に対

し増額するとともに、小・中学校に対しては創設して

ほしい。 

２ 学費の滞納や経済的理由による退学者を出さない

ように、国の就学支援金制度に上乗せする県独自の支

援制度を作ってほしい。 

３ 高校の経常費の査定項目から「難関大学への進学」

「医学部への進学」「全国大会への出場」など生徒の

成績や実績を基にする項目を削除してほしい。 

４ スクールバスや学生寮など、通学不便が理由で経済

的負担が大きくなる生徒に対し、負担を軽減する制度

を作ってほしい。  


